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1.  22年12月期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 153,779 9.8 21,271 90.6 20,941 81.5 13,133 270.9
21年12月期 140,033 △13.9 11,158 △4.4 11,538 4.4 3,541 86.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 52.05 ― 12.5 12.5 13.8
21年12月期 13.85 ― 3.6 6.9 8.0

（参考） 持分法投資損益 22年12月期  342百万円 21年12月期  361百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 173,847 125,027 63.4 437.17
21年12月期 161,609 113,700 61.5 394.03

（参考） 自己資本   22年12月期  110,283百万円 21年12月期  99,449百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 24,843 △10,155 △4,117 22,689
21年12月期 22,701 △6,174 △13,992 12,387

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 3.00 ― 3.00 6.00 1,522 43.3 1.5
22年12月期 ― 3.50 ― 5.50 9.00 2,270 17.3 2.2

23年12月期 
（予想）

― 4.50 ― 4.50 9.00 22.7

3.  23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

75,600 △0.3 9,000 △11.1 9,000 △10.2 4,400 △21.3 17.44

通期 158,500 3.1 19,000 △10.7 19,000 △9.3 10,000 △23.9 39.64



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

詳細は、19ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 263,992,598株 21年12月期 263,992,598株

② 期末自己株式数 22年12月期  11,725,420株 21年12月期  11,603,167株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年12月期の個別業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 79,704 15.5 11,070 107.7 12,051 60.7 9,504 201.5
21年12月期 69,008 △17.9 5,329 △21.3 7,497 △7.5 3,152 74.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年12月期 37.67 ―

21年12月期 12.33 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 132,950 77,622 58.4 307.70
21年12月期 119,451 69,764 58.4 276.42

（参考） 自己資本 22年12月期  77,622百万円 21年12月期  69,764百万円

2.  23年12月期の個別業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の業績予想には、本資料の発表日現在入手可能な情報に基づく予測が含まれております。実際の業績は、今後さまざまな変動要因により、上記数値
と異なる可能性があります。上記業績予想に関する事項は、4ページをご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

43,700 9.5 5,300 △1.8 6,400 7.3 3,600 △8.6 14.27

通期 96,000 20.4 11,500 3.9 13,300 10.4 7,900 △16.9 31.32



(1）経営成績に関する分析 

① 当連結会計年度の概況 

当連結会計年度（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）におけるわが国経済は、期前半は中国など新興

国の経済成長に支えられ景気に持ち直しの傾向が見られましたが、期後半は円高進行による輸出の減少などによる

景気の減速が懸念されたものの、政府による景気刺激策の効果もあり、景気は概ね横ばいで推移いたしました。 

化学業界におきましては、期後半に在庫調整による一部電子材料分野向け需要の減少などがありましたが、アジ

ア地域を中心に需要が拡大し、原燃料価格も比較的安定して推移するなど、総じて順調な事業環境のうちに推移い

たしました。 

このような状況の下、当社グループは、アジア市場における積極的な拡販、継続的なコスト削減に加え、グルー

プ内の製造・販売の事業分担を改めるなど業務の効率化を進め、収益の増大に努めました。また、次期以降の収益

向上を図るため、高純度硫酸設備の新設、飼料添加物用中間原料製造設備の増強、リチウムイオン電池電解液用原

料製造子会社の設立など投資を拡大するとともに、新製品・新事業の創出を加速するため研究組織体制を改編し、

「Ｒ＆Ｄ総合センター」を新設いたしました。 

当連結会計年度の売上高は、アクリル製品部門の売上高が増加しましたため、1,537億７千９百万円（前年度比

9.8%増収）となりました。 

損益につきましては、営業利益は、アジアにおけるアクリル酸エステルの市況高騰、原燃料価格上昇に応じた製

品価格の是正、不採算事業からの撤退、固定費削減や業務改善などの合理化努力により、212億７千１百万円（前

年度比90.6%増益）となりました。経常利益は、209億４千１百万円（前年度比81.5%増益）となりました。また、

当期純利益は、一部社宅や工場の土地・建物に関連して減損損失を計上いたしましたが、貸倒引当金の一部を繰延

税金資産に計上し法人税等調整額が減少しましたため、131億３千３百万円（前年度比270.9%増益）となりまし

た。各利益はいずれも過去最高となりました。 

  

    ② 当連結会計年度の事業別の概況 

当連結会計期間において組織変更を実施し、各事業区分に属する主要な製品の再編を行いました。これに伴い、

従来「アクリル製品事業」に属していた建築・土木製品を「機能製品事業」に、「機能製品事業」に属していた光

硬化型樹脂を「アクリル製品事業」に変更しております。なお、事業の種類別セグメント情報については、前連結

会計年度、当連結会計年度とも上述の新しい事業区分に置き換えて対比しております。 

(ア）基礎化学品事業 

苛性ソーダおよび無機塩化物は、出荷が堅調に推移したものの、期後半からは需給バランスの軟化に伴う販売

価格の下落により、売上高はやや減少しました。 

銅製品は、需要の増加と銅価格の上昇により、大幅な増収となりました。 

液化塩化水素は、電子材料分野向けの好調な需要に支えられ、大幅な増収となりました。 

工業用ガスは、需要の回復に伴い出荷が増加しましたため、増収となりました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は、468億７千万円（前年度比2.7%増収）、営業利益は66億６千５百万

円（前年度比55.6%増益）となりました。 

  

（イ）アクリル製品事業 

アクリル酸エステルは、海外における製品価格が高値で推移しましたため、大幅な増収となりました。 

アクリル系ポリマー、高分子凝集剤は、出荷が好調に推移しましたため、大幅な増収となりました。 

光硬化型樹脂「アロニックス」は、秋口以降に一部電子材料分野向け需要の減少がありましたものの、年間を

通じては出荷が好調に推移しましたため、増収となりました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は、606億８千万円（前年度比24.6%増収）、営業利益は98億１千万円

（前年度比236.5%増益）となりました。 

  

（ウ）機能製品事業 

接着剤は、主に電子材料、自動車分野向け工業用接着剤の出荷が好調に推移し、大幅な増収となりました。 

建築・土木製品は、主に建築補修用途の出荷が好調でありましたため、大幅な増収となりました。 

開発製品は、積極的な営業活動による電子材料分野向けシリコン系高純度ガスの増販に加え、国内および海外

における銀系無機抗菌剤「ノバロン」の拡販に努めた結果、大幅な増収となりました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は、169億７千万円（前年度比8.7%増収）、営業利益は37億７千４百万

円（前年度比34.9%増益）となりました。 

１．経営成績



（エ）樹脂加工製品事業 

介護関連製品、エラストマーコンパウンドの出荷が堅調に推移しましたものの、公共事業の減少などによる管

工機材製品の大幅な出荷の減少を補うには至らず、減収となりました。 

これらの結果、当セグメントの売上高は、280億２千６百万円（前年度比2.0%減収）、営業利益は15億３千４

百万円（前年度比14.4%減益）となりました。 

  

（オ）その他の事業 

新規製品の研究開発事業、設備等の建設・修繕事業、輸送事業などにより構成される当セグメントは、売上高

は12億３千１百万円（前年度比17.8%減収）、営業損失は４億８千９百万円となりました。 

  

③ 次期の業績見通し 

平成23年12月期の業績見通しにつきましては、基礎化学品事業における一部受託事業の開始や樹脂加工製品の需

要回復などを織り込む一方、新興国の需要拡大に支えられた海外市況に変化の兆しがみられることに加え、原燃料

価格の値上がりを見込み、平成22年12月期に比べ増収ながらも減益になると予想しております。 

なお、平成23年12月期の当期純利益は、前年の貸倒引当金関連の税負担率の減少が見込めないため、平成22年12

月期に比べ大幅な減益になると予想しております。 

当社グループといたしましては、平成23年度から開始した中期経営計画“ALL TOA 2013”に掲げた成長戦略と

経営施策に基づいたアクションプランを着実に実行し、収益の拡大を図ってまいります。 

  

＜平成23年12月期連結業績予想＞ 

通期（平成23年１月１日～平成23年12月31日）                                              (単位：百万円）

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産、負債および純資産の状況 

 総資産合計は、「有価証券」および「繰延税金資産」の増加により、前連結会計年度末に比べ122億３千７百万

円、7.6％増加の1,738億４千７百万円となりました。 

 負債合計は、「未払法人税等」などの増加により前連結会計年度末に比べ９億１千１百万円、1.9％増加の488億

２千万円となりました。 

 純資産合計は、「利益剰余金」などの増加により、前連結会計年度末に比べ113億２千６百万円、10.0％増加の

1,250億２千７百万円となり、自己資本比率は63.4％となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、運転資本が増加しましたものの、税金等調整前当期純利益が大幅に増加

しましたため、前連結会計年度に比べ収入が21億４千２百万円増加し、248億４千３百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が増加しましたため、前連結会計年度

に比べ支出が39億８千１百万円増加し、101億５千５百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払額・短期借入金の返済など、41億１千７百万円の支出と

なりました。 

 以上の結果、当連結会計年度末の現金および現金同等物の残高は226億８千９百万円となり、前連結会計年度末

に比べ103億１百万円の増加となりました。 

③ 次期の見通し 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額の増加により、190億円の収入を見込んでおります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出の増加により、150億円の支出を見込ん

でおります。  

 財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出の増加により、90億円の支出を見込んでおり

ます。 

  
平成22年12月期

実績 
平成23年12月期

見通し 
増減（金額） 増減（比率）

 売上高  153,779     158,500 4,721     3.1% 

 営業利益    21,271     19,000     △2,271 △10.7% 

 経常利益    20,941     19,000     △1,941     △9.3% 

 当期純利益  13,133     10,000     △3,133    △23.9% 



④ 当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移 

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

自己資本比率           ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。 

３．有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち、利息を支払っている負債（リース債務を

除く）を対象としております。 

４．営業キャッシュ・フローおよび利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」および「利息の支払額」を用いております。 
  

(3）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

 利益配分につきましては、当期の業績、今後の事業展開、業績の進展等を総合的に勘案して、１株当たり８円を安

定配当の標準とし、株主の皆様への安定的な利益還元に努めることを基本方針としてまいります。また、内部留保資

金につきましては、健全な財務体質を確立・維持することの重要性に留意しつつ、今後予想される競争激化に備える

ための研究開発および設備投資の原資として活用してまいります。 

 なお、当期の期末配当金につきましては、１株当たり５円50銭とさせていただきたいと存じます。当期は中間配当

金３円50銭をお支払いしておりますので、１株当たりの年間配当金は９円となります。 

 次期の配当金につきましては、１株当たり中間配当金４円50銭、期末配当金４円50銭とし、年間配当金は１株当た

り９円とさせていただく予定であります。 

(4）事業等のリスク 

 「経営成績および財政状態」の記載の前提として、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以

下のようなものが含まれております。 

 なお、以下記載の中には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当決算発表日（平成23年２月10日）
現在において判断したものであります。 

① 競合他社との価格競争の影響について 

 当社グループが製造・販売する製品には、性質・性能面において他社製品との差別化が困難なものが多く、激

化する価格競争の環境下においては、営業活動の強化および生産コストの低減に取り組んでいるものの、当社グ

ループの製品と同等の製品をより低価格で販売可能な競合他社に対して、当社グループが優位性を維持すること

ができなくなり、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

② 原油・ナフサ価格の変動による影響について 

 当社グループが製造・販売する製品の主原料購入価格は、原油・ナフサ価格の変動に影響されるため、当該価

格変動を反映した製品価格の是正および合理化が十分に実施できなかった場合、当社グループの経営成績および

財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

③ 製造物責任による影響について 

 製品の品質維持には万全の体制で取り組んでいるものの、当社グループが製造・販売する製品の予期せぬ欠陥

に起因して、顧客および第三者に対して損害を与えた場合、発生する損失すべてを製造物責任賠償保険によって

補填できない可能性があり、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

④ 災害による影響について 

 当社グループの生産拠点は、主に東海地区に立地しており、東海大地震等の震災が発生した場合、操業の停止

をはじめとした多くの損害が予想され、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがありま

す。 

  平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

自己資本比率（％）  57.6  61.5  63.4

時価ベースの自己資本比率（％）  40.5  54.5  55.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）  1.9  0.7  0.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  49.5  92.6  99.3



⑤ 重要な訴訟等による影響について 

 当社グループの事業活動に関して、重要な訴訟等が提起された場合、当社グループの経営成績および財政状態

に影響を及ぼすおそれがあります。 

⑥ 繰延税金資産の回収可能性による影響について 

 当社グループの繰延税金資産は、将来の課税所得の予測を基に回収可能性を判断し、計上した金額を基礎とし

ております。将来の課税所得の予測と実績に乖離が生じた場合などは、当社グループの経営成績および財政状態

に影響を及ぼすおそれがあります。 

⑦ 為替レート変動による影響について 

 当連結会計年度の当社グループにおける海外売上高の割合は18.6％となっております。また、海外に連結子会

社７社、持分法適用関連会社１社を有しております。そのため、為替レートの変動は、当社グループの経営成績

および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

  

⑧ 金利変動による影響について 

 当社グループは、より一層の金融収支の改善を図るために、有利子負債削減を進めておりますが、金利変動

は、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあります。 

⑨ 固定資産の減損会計適用による影響について 

 当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。この基準の適用に伴い、今後の土地等

の時価や事業環境の大幅な変動によって、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼすおそれがあり

ます。 

 当社グループは、以上のような事項発生の可能性を十分に認識し、当社および各社の経営成績および財政状態へ

の影響を最小限に抑えるべく、適切な対応に努めてまいります。 

  

 最近の有価証券報告書（平成22年３月31日提出）における「事業系統図（事業の内容)」および「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

(1）会社の経営の基本方針 

 平成18年12月期決算短信（平成19年２月14日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

 http://www.toagosei.co.jp/ir/index.html 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

 http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

(2）目標とする経営指標 

平成22年12月期連結業績は、当期純利益につきましては平成19年度から開始した中期経営計画最終年の目標を上

回ったものの、売上高、営業利益は目標値に及びませんでした。 

当社グループは、前中期経営計画の課題を踏まえたうえで、新しいステージへの飛躍を目指し、平成23年度を開

始年とし平成25年度を最終年とする新中期経営計画“ALL TOA 2013”を策定し、最終年度の数値目標を次のとおり

定めました。 

 ＜中期経営計画“ALL TOA 2013”の平成25年12月期目標（連結）＞ 

２．企業集団の状況

３．経営方針

売上高 億円      2,000

営業利益  億円      250

売上高営業利益率        ％      12.5

当期純利益 億円      150

1株当たり当期純利益      円      60

総資産経常利益率  12％以上      

売上高研究開発費比率  4％前後      



 (3）中長期的な会社の経営戦略 

新しい中期経営計画を策定するにあたり、10年後、平成32年のありたい姿を描きました。その企業ビジョンに到達

する道筋の第一歩が中期経営計画“ALL TOA 2013”です。 

①平成32年の当社グループの企業ビジョン 

「技術力を背景に、基礎化学品、アクリル製品、機能製品、樹脂加工製品の各事業領域において、特色ある高機能

製品を継続的に生み出すとともに、新製品・新事業を創出し、成長を続ける価値創造型高収益企業グループ」 

◆コア製品（営業利益10億円以上の製品）が20以上あり、そのうちいくつかは代表的製品（営業利益20億円以上

の製品）となるものを持ち、存在感のある化学企業グループ（売上高3,000億円以上、営業利益400億円以

上）となっている。 

◆米国・アジア等で「強い競争力を持った製品」の安定した海外事業基盤を持っている。 

◆上記を支える高い技術力、経営マインドをもった人財を多数有している。 

  

 ②中期経営計画“ALL TOA 2013”のテーマ 

『英知と連携“ALL TOA 2013”』 

中期経営計画“ALL TOA 2013”を達成するために、グループ全社員の英知を結集し、グループ内外との連携

を強化します。 

  

③“ALL TOA 2013”の戦略と施策 

“ALL TOA 2013”では、３つの成長戦略と３つの経営施策を掲げ、その戦略と施策に基づく具体的な計画を実行

します。 

ア．成長戦略 

ａ）コア製品の収益拡大 

既存コア製品事業（営業利益10億円以上）を持続的に拡大させることによって収益の柱とするとともに、近

い将来コア製品に育つことが期待できる製品には、営業利益10億円以上を目指して経営資源を投入し、コア製

品の数を増やします。 

ｂ）高付加価値製品の加速的成長 

アクリル川下事業、高純度無機薬品事業、半導体材料などの高付加価値製品については顧客ニーズを満足さ

せる製品開発のみならず、「顧客のもう一段川下のユーザー」の問題を解決する戦略的なマーケット開拓を行

い、「勝てるストーリー」を描くことによって高い収益率を維持しつつ、加速的な成長を実行します。 

ｃ）新製品、新事業の創出 

Ｒ＆Ｄ総合センターやアロン化成のものづくりセンターを起点として、オール東亞各部門が連携し、スピー

ド感を持って新たな高付加価値製品の創出を図ります。大学等外部リソースや、経営レベルで目標を共有でき

る他企業との連携も深め、新製品、新事業の創出を加速します。 

  

イ．経営施策 

ａ）人財の育成と活用 

オール東亞の従業員をそれぞれの持ち場で持てる英知を発揮できる人財に育成することを基本とし、分野別

スペシャリストやグローバルに活躍できる人財を育成します。将来の経営を支える人財を能力主義に基づいて

登用するとともに、従業員が安心して働ける機会を提供します。 

ｂ）連携強化 

オール東亞の関連事業を一体化し業務の効率化を推進します。部門間の連携によって成長戦略を速やかに実

行します。さらに、当社事業を補完する社外リソースと連携することによって新製品・新事業の創出を加速さ

せます。 

ｃ）ＣＳＲ（企業の社会的責任）の深化 

「化学事業を通じてより多くの人々とより多くの幸福を分かち合う」という企業理念の下、オール東亞のＣ

ＳＲ方針を策定し、海外拠点を含めてＣＳＲ活動（「コンプライアンス」、「コーポレート・ガバナンス」、

「ＲＣマネジメント」、「社会貢献・コミュニケーションの充実」）を実施します。 

  



(4）会社の対処すべき課題 

当社グループは、平成23年１月28日に、平成23年から平成25年までの新中期経営計画“ALL TOA 2013”を発表いた

しました。“ALL TOA 2013”は、10年後の企業ビジョンを「連結売上高3,000億円以上、連結営業利益400億円以上の

存在感のある化学企業グループ」と定め、このビジョンを達成する第一歩として策定したものであります。当社グル

ープは、さらなる飛躍のため、グループ全社員が一丸となり、長期的な目標を共有し、目標に向かってチャレンジし

てまいります。 

“ALL TOA 2013”の業績目標と成長戦略は６ページ「目標とする経営指標」、７ページ「中長期的な会社の経営戦

略」をご覧ください。 

また、当社グループの企業理念「化学事業を通じてより多くの人々とより多くの幸福を分かち合う」の下、ＣＳＲ

方針を策定しグループ全体で活動を推進してまいります。法令遵守の徹底、内部チェック機能の整備・充実を図るこ

とはもちろん、製品安全性の確認、地域社会の皆様との共生および環境保全にかかわる活動を推進し、ステークホル

ダーを重視した経営の充実を図ってまいります。 

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,778 14,055

受取手形及び売掛金 44,019 44,495

有価証券 － 9,000

たな卸資産 15,862 15,710

繰延税金資産 984 1,031

その他 1,506 1,253

貸倒引当金 △116 △108

流動資産合計 75,035 85,438

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,891 19,230

機械装置及び運搬具（純額） 19,294 17,317

工具、器具及び備品（純額） 2,462 2,616

土地 18,050 16,859

リース資産（純額） 216 248

建設仮勘定 1,358 4,259

有形固定資産合計 60,273 60,530

無形固定資産   

のれん 565 241

リース資産 12 9

その他 1,250 1,043

無形固定資産合計 1,828 1,294

投資その他の資産   

投資有価証券 13,995 13,889

長期貸付金 47 23

固定化債権 8,711 8,753

前払年金費用 1,607 1,987

繰延税金資産 2,523 4,948

その他 3,138 2,765

貸倒引当金 △5,550 △5,782

投資その他の資産合計 24,472 26,583

固定資産合計 86,574 88,408

資産合計 161,609 173,847



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,786 14,828

短期借入金 5,588 7,481

リース債務 68 89

未払法人税等 1,568 5,012

繰延税金負債 － 0

賞与引当金 141 67

製品回収引当金 7 5

その他 7,937 9,483

流動負債合計 32,097 36,968

固定負債   

長期借入金 10,140 6,020

リース債務 172 180

繰延税金負債 1,086 976

退職給付引当金 568 540

役員退職慰労引当金 113 32

その他 3,730 4,101

固定負債合計 15,811 11,851

負債合計 47,909 48,820

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,886 20,886

資本剰余金 15,086 15,088

利益剰余金 65,638 77,131

自己株式 △2,907 △2,955

株主資本合計 98,704 110,151

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,469 1,499

為替換算調整勘定 △725 △1,367

評価・換算差額等合計 744 131

少数株主持分 14,250 14,743

純資産合計 113,700 125,027

負債純資産合計 161,609 173,847



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 140,033 153,779

売上原価 100,764 103,491

売上総利益 39,268 50,288

販売費及び一般管理費   

販売費 17,038 17,841

一般管理費 11,072 11,175

販売費及び一般管理費合計 28,110 29,016

営業利益 11,158 21,271

営業外収益   

受取利息 138 120

受取配当金 284 308

持分法による投資利益 361 342

固定資産賃貸料 142 101

雑収入 521 256

営業外収益合計 1,448 1,130

営業外費用   

支払利息 279 246

為替差損 77 251

環境整備費 142 398

遊休設備費 224 111

研究所移転費用 － 189

雑支出 344 262

営業外費用合計 1,067 1,459

経常利益 11,538 20,941

特別利益   

固定資産売却益 11 10

投資有価証券売却益 0 12

貸倒引当金取崩益 58 15

退職給付制度改定益 － 240

特別利益合計 70 278

特別損失   

固定資産処分損 1,063 538

減損損失 2,486 2,419

貸倒引当金繰入額 287 236

投資有価証券評価損 10 103

関係会社株式評価損 65 6

事業撤退関連損失 490 －

特別損失合計 4,403 3,303

税金等調整前当期純利益 7,205 17,917

法人税、住民税及び事業税 3,392 6,583

法人税等調整額 △547 △2,575

法人税等合計 2,844 4,008

少数株主利益 819 775

当期純利益 3,541 13,133



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 20,886 20,886

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,886 20,886

資本剰余金   

前期末残高 15,085 15,086

当期変動額   

自己株式の処分 1 2

当期変動額合計 1 2

当期末残高 15,086 15,088

利益剰余金   

前期末残高 63,904 65,638

当期変動額   

剰余金の配当 △1,807 △1,640

当期純利益 3,541 13,133

当期変動額合計 1,733 11,492

当期末残高 65,638 77,131

自己株式   

前期末残高 △877 △2,907

当期変動額   

自己株式の取得 △2,037 △53

自己株式の処分 8 5

当期変動額合計 △2,029 △48

当期末残高 △2,907 △2,955

株主資本合計   

前期末残高 98,999 98,704

当期変動額   

剰余金の配当 △1,807 △1,640

当期純利益 3,541 13,133

自己株式の取得 △2,037 △53

自己株式の処分 9 7

当期変動額合計 △294 11,446

当期末残高 98,704 110,151



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,047 1,469

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 422 29

当期変動額合計 422 29

当期末残高 1,469 1,499

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 0 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定   

前期末残高 △775 △725

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 50 △642

当期変動額合計 50 △642

当期末残高 △725 △1,367

評価・換算差額等合計   

前期末残高 272 744

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 472 △613

当期変動額合計 472 △613

当期末残高 744 131

少数株主持分   

前期末残高 13,776 14,250

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 473 493

当期変動額合計 473 493

当期末残高 14,250 14,743



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

純資産合計   

前期末残高 113,048 113,700

当期変動額   

剰余金の配当 △1,807 △1,640

当期純利益 3,541 13,133

自己株式の取得 △2,037 △53

自己株式の処分 9 7

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 946 △119

当期変動額合計 651 11,326

当期末残高 113,700 125,027



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 7,205 17,917

減価償却費 8,936 8,524

減損損失 2,486 2,419

のれん償却額 305 323

貸倒引当金の増減額（△は減少） 171 224

退職給付引当金の増減額（△は減少） △474 △409

その他の引当金の増減額（△は減少） △49 △157

受取利息及び受取配当金 △422 △429

支払利息 279 246

為替差損益（△は益） △19 60

持分法による投資損益（△は益） △361 △342

固定資産売却損益（△は益） △11 △10

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △12

固定資産処分損益（△は益） 1,063 538

投資有価証券評価損益（△は益） 10 103

関係会社株式評価損 65 6

売上債権の増減額（△は増加） 5,056 △709

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,517 △128

仕入債務の増減額（△は減少） △3,696 △1,819

その他の資産・負債の増減額 993 1,132

小計 25,054 27,477

利息及び配当金の受取額 833 786

利息の支払額 △245 △250

法人税等の支払額 △2,941 △3,169

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,701 24,843

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △309 △18

投資有価証券の取得による支出 △58 △20

投資有価証券の売却による収入 0 108

有形固定資産の取得による支出 △5,342 △9,689

有形固定資産の売却による収入 16 28

短期貸付金の増減額（△は増加） － 40

固定化債権の増減額（△は増加） 399 △42

長期貸付金の回収による収入 65 44

その他の投資活動による収支 △945 △605

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,174 △10,155



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,919 △1,304

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △6,000 －

長期借入れによる収入 3,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,839 △797

自己株式の売却による収入 9 7

自己株式の取得による支出 △2,037 △53

リース債務の返済による支出 △46 △83

親会社による配当金の支払額 △1,809 △1,641

少数株主への配当金の支払額 △349 △292

少数株主からの払込みによる収入 － 48

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,992 △4,117

現金及び現金同等物に係る換算差額 27 △268

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,561 10,301

現金及び現金同等物の期首残高 9,826 12,387

現金及び現金同等物の期末残高 12,387 22,689



 該当事項はありません。 

  

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社      24社 アロン化成㈱、鶴見曹達㈱ ほか 

 なお、当連結会計年度より、新たに設立したＭＴエチレンカーボネート㈱を連結の範囲に含めております。 

（２）非連結子会社     ４社 東亞建装㈱ ほか 

(連結の範囲から除いた理由) 

 非連結子会社の総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益の合計額および利益剰余金の合計額は、全体として連
結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用関連会社  ２社 中部液酸㈱、エルマーズ・アンド・トウアゴウセイ・カンパニー 

（２）持分法非適用会社   11社 東洋電化工業㈱ ほか 

（持分法を適用しなかった理由) 

 持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益および利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性
がないため、これらの会社に対する投資については持分法を適用せず、原価法によっております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準および評価方法 

①有価証券 

a 満期保有目的の債券 … 償却原価法 

b その他有価証券 

時価のあるもの   … 期末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。 

時価のないもの   … 移動平均法による原価法 

②デリバティブ取引    … 時価法 

③たな卸資産       … 主として移動平均法による原価法 

               （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）   

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産 

を除く）         … 当社および連結子会社15社は定額法、他の６社は定率法             

 ただし、定率法を採用している連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物および構築物      ２～75年 

機械装置および運搬具    ２～15年 

工具器具備品        ２～20年 

②無形固定資産（リース資産 

を除く）         … 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における利用可能期間（５  

  年）に基づく定額法によっております。 

③リース資産       … リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

（所有権移転外ファイナンス・ なお、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・  

リース取引に係るリース資産） リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

                             ります。 

 （３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金      … 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項



②賞与引当金      … 従業員賞与の支給に充てるため、連結子会社４社は、支給見込額を計上しておりま

す。 

③退職給付引当金    … 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末において発生していると認めら

れる退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。 

年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を下

回る場合には、当該差異を退職給付引当金として計上し、上回る場合には当該超過

額を前払年金費用として計上しております。 

数理計算上の差異については、当社においては、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間（13年から15年）にわたる定額法により翌連結会計年度から費用処理してお

ります。原則法を採用している連結子会社２社においては、平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年もしくは10年）にわたる定額法により翌連結会計年度から費用

処理しております。 

また、当社が平成16年４月１日付で退職年金支給規則および退職手当支給規則を改

訂したことにより、過去勤務債務（債務の減額）が発生しており、発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により費用処理

しております。連結子会社１社においては、平成17年４月１日付で退職年金支給規

則および社員退職慰労金規程を改訂したことにより、過去勤務債務（債務の減額）

が発生しており、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用処理しております。連結子会社１社においては、平成

22年10月１日付で退職金規程を改訂したことにより過去勤務債務（債務の減額）が

発生しており、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により費用処理をしております。 

④役員退職慰労引当金  … 役員の退職慰労金の支払に充てるため、当社および連結子会社２社の役員について

は、内規に基づいて計算した当連結会計年度末要支給額を計上しております。 

なお、当社および連結子会社２社は、内規の改訂に伴い、役員に対する退職慰労金

制度が廃止されたため、内規上の経過措置から生じる要支給額のみを計上しており

ます。 

⑤製品回収引当金    … 連結子会社のうち１社は、販売した製品の自主回収に伴い、今後発生が予想される

費用の合理的な見積額を計上しております。 

（４）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。  

 なお、在外子会社等の資産および負債は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および

費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少数株主持

分に含めております。 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用

しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ    ヘッジ対象：借入金 

③ヘッジ方針 

 借入金に係る金利について変動・固定変換をすることにより、金利変動リスク回避、資金調達コスト低減化お

よびキャッシュ・フロー固定化のために、金利スワップを実施しております。なお、当該取引は、この方針に基

づき財務経理担当役員の個別取引毎の決裁を得て、財務経理担当部門が実行し、毎月ポジション・損益状況を管

理しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー総額の変動額の割合の相関関係を求めることに

より、有効性の評価を行っております。なお、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を

省略しております。 



（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 ①消費税等の会計処理 

  税抜方式を採用しております。 

５．連結子会社の資産および負債に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

 のれんおよび負ののれんは、発生日以後５年間で均等償却しております。ただし、金額が僅少な場合には、全額、発

生時の損益に計上しております。 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金および現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

  

（工事契約に関する会計基準の適用） 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第18号 平成19年12月27日）を当連結会計年度から適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会

計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原

価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 これに伴う損益に与える影響はありません。 

（退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適用） 

 当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

 これに伴う当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益への影響は軽微であります。 

  

（退職給付制度） 

 当社は、平成22年７月１日より適格退職年金制度を廃止し、確定給付企業年金制度および確定拠出年金制度へ移行い

たしました。 これにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成14年１

月31日）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行っております。本移行

に伴う影響額240百万円は、「退職給付制度改定益」として、特別利益に計上しております。 

  

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(8）追加情報



  

(9）注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

  １ 担保提供資産   １ 担保提供資産 

  担保資産 担保に対応する債務

種類 期末簿価 
(百万円) 

担保権 
の種類 内容 期末残高

(百万円)

建物および 

構築物 
 5,491 工場財団 長期借入金 92

機械装置お

よび運搬具 
 9,638 〃       

工具器具 

備品 
 653 〃       

土地  3,888 〃       

計  19,672   計 92

  担保資産 担保に対応する債務

種類
期末簿価
(百万円)

担保権 
の種類 内容 期末残高

(百万円)

建物および

構築物 
6,778 工場財団 長期借入金 70

機械装置お

よび運搬具
8,394 〃       

工具器具 

備品 
908 〃       

土地 3,887 〃       

計 19,968   計 70

  注 長期借入金には１年内返済予定額( 百万円)を含

んでおります。 

22   注 長期借入金には１年内返済予定額( 百万円)を含

んでおります。 

22

  ２ 有形固定資産の減価償却累計額   ２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  百万円 167,485   百万円 164,755

  ３ のれんおよび負ののれんは、両者を相殺した差額

を表示しております。 

なお、相殺前ののれんおよび負ののれんの総額は

次のとおりであります。 

  のれん 567 百万円 

  負ののれん △2  

  差引  565  

  ３ のれんおよび負ののれんは、両者を相殺した差額

を表示しております。 

なお、相殺前ののれんおよび負ののれんの総額は

次のとおりであります。 

  のれん 243 百万円 

  負ののれん △1  

  差引  241  

  ４ 偶発債務 保証債務   ４ 偶発債務 保証債務 

  北陸液酸工業㈱ 金融機関等  

借入保証  

百万円 

 

205

㈱テンズ 〃  35

従業員 〃  10

東海共同発電㈱ 〃  0

計    251

  北陸液酸工業㈱ 金融機関等  

借入保証  

百万円 

 

165

従業員 〃  9

東海共同発電㈱ 〃  0

計    174

  ５ 固定化債権は、短期貸付金のうち、貸付金の回収

が長期にわたると見込まれる債権であります。 

  ５       同左 



（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

 １ 減損損失 

以下の資産グループについて減損損失を計上してお

ります。 

 １ 減損損失 

以下の資産グループについて減損損失を計上してお

ります。 

  （単位 百万円）

場所 用途 種類 減損損失

 徳島県徳島市  
塩素系有機溶剤 

製造設備 
 建物および 
 機械装置等   1,846

 名古屋市    研究施設 
 建物および 
 機械装置等  443

 名古屋市他 社宅等 
 建物および 
 構築物等  143

 名古屋市   
合成樹脂成形用

金型等 

 工具器具備品  
 および長期前 
 払費用等 

 52

合計  2,486

  （単位 百万円）

場所 用途 種類 減損損失

 茨城県龍ケ崎市 社宅 
 土地および 
 建物等   776

 茨城県つくば市 接着剤製造設備 
 土地および 
 建物   731

 徳島県徳島市  
苛性ソーダおよび 

無機塩化物製造等 
 建物および 
 機械装置等  622

 名古屋市 研究施設 
 建物および 
 機械装置等  155

 大阪府高槻市  遊休資産
 建物および 
 機械装置等  132

合計  2,419

（経緯およびグルーピングの方法） 

当社および連結子会社は、原則として事業用資産に

ついては他の資産または資産グループのキャッシ

ュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小単位として事業部門別にグルーピング

を行い、また、遊休資産については個々の単位でグ

ルーピングしております。これらの資産について、

収益性の低下、将来における具体的な使用計画がな

いことおよび回収可能価額が帳簿価額を下回るもの

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（ 百万円）として特別損

失に計上しております。 

（減損損失の内訳） 

減損損失の内訳は、建物 百万円、構築物 百万

円、機械装置 百万円、他 百万円および撤去

費用 百万円の損失を合わせた金額であります。 

（回収可能価額の算定方法等） 

当連結会計年度に計上した減損損失の測定における

回収可能価額は、売却価額および備忘価額等をもと

に算出しております。 

2,486

495 161

1,074 63

689

（経緯およびグルーピングの方法） 

当社および連結子会社は、原則として事業用資産に

ついては他の資産または資産グループのキャッシ

ュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小単位として事業部門別にグルーピング

を行い、また、遊休資産については個々の単位でグ

ルーピングしております。これらの資産について、

収益性の低下、将来における具体的な使用計画がな

いことおよび回収可能価額が帳簿価額を下回るもの

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（ 百万円）として特別損

失に計上しております。 

（減損損失の内訳） 

減損損失の内訳は、建物 百万円、構築物 百万

円、機械装置 百万円、土地 百万円、他 百

万円および撤去費用 百万円の損失を合わせた金

額であります  

（回収可能価額の算定方法等） 

当連結会計年度に計上した減損損失の測定における

回収可能価額は、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定

評価額または備忘価額等をもとに算出しておりま

す。 

2,419

662 18

389 1,186 4

158



前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

     （注）１ 当連結会計年度増加株式数は、取締役会決議に基づく取得が8,083千株、単元未満株式の買取による

    ものが133千株であります。 

        ２ 当連結会計年度減少株式数は、単元未満株式の売却によるものであります。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成22年３月30日開催予定の第97回定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。 

普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 757百万円 

②配当の原資 利益剰余金 

③１株当たりの配当額 ３円00銭 

④基準日 平成21年12月31日 

⑤効力発生日 平成22年３月31日 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式  263,992  －  －  263,992

合計  263,992  －  －  263,992

自己株式                        

普通株式 (注)１ ２  3,419  8,216  33  11,603

合計  3,419  8,216  33  11,603

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
 配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年３月27日 

第96回定時株主総会  
普通株式  1,042 4.00 平成20年12月31日 平成21年３月30日

平成21年８月６日 

取締役会 
普通株式  765 3.00 平成21年６月30日 平成21年９月４日



  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１ 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

     （注）１ 当連結会計年度増加株式数は、単元未満株式の買取によるものであります。 

        ２ 当連結会計年度減少株式数は、単元未満株式の売却によるものであります。 

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成23年３月30日開催予定の第98回定時株主総会において次のとおり付議する予定であります。 

普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 1,387百万円 

②配当の原資 利益剰余金 

③１株当たりの配当額 ５円50銭 

④基準日 平成22年12月31日 

⑤効力発生日 平成23年３月31日 

  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式  263,992  －  －  263,992

合計  263,992  －  －  263,992

自己株式                        

普通株式 (注)１ ２  11,603  142  20  11,725

合計  11,603  142  20  11,725

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
 配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年３月30日 

第97回定時株主総会 
普通株式  757 3.00 平成21年12月31日 平成22年３月31日

平成22年８月５日 

取締役会 
普通株式  883 3.50 平成22年６月30日 平成22年９月６日



  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年12月31日)  

現金および預金勘定 百万円12,778

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △390

別段預金   △0

現金および現金同等物  12,387

(平成22年12月31日)  

現金および預金勘定 百万円14,055

有価証券勘定   9,000

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △366

別段預金   △0

現金および現金同等物  22,689



前連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日) 

（注）１．事業区分は製品の種類、事業の内容等により、「基礎化学品事業」、「アクリル製品事業」、「機能製品 

   事業」、「樹脂加工製品事業」、「その他の事業」に区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

    ３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めたものは、セグメント間の内部売上高または振替高に係る 

    費用であります。 

    ４．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、38,140百万円であり、その主なものは当

        社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）の資産等であります。 

      ５．会計方針の変更 

 (1)たな卸資産の評価基準および評価方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、通

常の販売目的で保有するたな卸資産については、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度の営業費用は、基礎化学品事業が76百万円、アクリル製品

事業が137百万円、機能製品事業が27百万円、樹脂加工製品事業が19百万円増加し、営業利益が同額減少し

ております。 

 (2)リース取引に関する会計基準等の適用  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成19

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
基礎化学品 
（百万円） 

アクリル 

製品 
（百万円）

機能製品

（百万円）

樹脂加工

製品 
（百万円）

その他

（百万円）

計 
（百万円） 

消去または

全社 
（百万円）

連結

（百万円）

Ⅰ 売上高および営業損益    

 売上高    

(1）外部顧客に対する売上高  45,646  41,460  22,829  28,599  1,497  140,033  －  140,033

(2）

 

セグメント間の内部売上

高または振替高 
 206  147  560  34  5,818  6,768 (6,768)  －

  計  45,853  41,608  23,390  28,634  7,315  146,801 (6,768)  140,033

 営業費用  41,570  40,196  19,078  26,842  7,982  135,669 (6,794)  128,875

 
営業利益または 

営業損失（△） 
 4,283  1,411  4,311  1,791  △666  11,131  26  11,158

Ⅱ 

 

資産、減価償却費、減損

損失および資本的支出 
   

 資産  40,582  33,931  23,890  35,245  4,628  138,279  23,330  161,609

 減価償却費  3,374  2,003  1,024  1,686  238  8,327  608  8,936

 減損損失  1,846  －  －  196  －  2,043  443  2,486

 資本的支出  2,498  1,372  411  1,453  63  5,799  172  5,971

事業区分 主要製品

基礎化学品事業 

  

苛性ソーダ、苛性カリ、液体塩素・塩酸などの無機塩化物、無機高純度品、塩

素系有機溶剤、硫酸、工業用ガス等 

アクリル製品事業 

  

アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリル系ポリマー、高分子凝集剤、建

築・土木製品等 

機能製品事業 光硬化型樹脂、接着剤、無機機能材料、エレクトロニクス材料等 

樹脂加工製品事業 

  

下水道関連製品、電力・通信関連製品、介護関連製品、環境保全関連製品、エ

ラストマーコンパウンド等 

その他の事業 企画開発品、不動産仲介等 



年３月30日改正）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号 平成

19年３月30日改正）が適用されたことに伴い、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却方法については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

 なお、これに伴う損益に与える影響は軽微であります。 

(3)在外子会社等の収益および費用の換算基準の変更 

 在外子会社等の収益および費用については、従来、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換

算しておりましたが、当連結会計年度より、期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

 この変更は、会計期間末近くに急激な為替変動があった場合に、期間損益に与える異常な影響を排除し、

在外子会社等の業績をより適正に連結財務諸表に反映させるために行っております。  

 なお、これに伴う損益に与える影響は軽微であります。 

 ６．追加情報 

 (1)有形固定資産の耐用年数の変更 

 「追加情報」に記載のとおり、当社および一部の国内連結子会社の機械装置等の耐用年数については、法

人税法の改正を契機として見直しを行い、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更しております。 

 この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度の営業費用は、基礎化学品事業が139百万円、アクリル製

品事業が30百万円、機能製品事業が7百万円が減少し、営業利益が同額増加しております。  



  

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

（注）１  事業区分は製品の種類、事業の内容等により、「基礎化学品事業」「アクリル製品事業」「機能製品事業」 

           「樹脂加工製品事業」「その他の事業」に区分しております。 

２  各区分に属する主要な製品  

３．資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、49,772百万円であり、その主なものは当  

    社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）の資産等であります。 

４．会計方針の変更 

     (1)工事契約に関する会計基準の適用 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当連結会計年度から適用し、当連結会計年度に

着手した工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ております。 

 これに伴う損益に与える影響はありません。 

 (2)退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適用 

 当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。 

 これに伴う損益への影響は軽微であります。 

  
基礎化学品 
（百万円） 

アクリル 

製品 
（百万円）

機能製品

（百万円）

樹脂加工

製品 
（百万円）

その他

（百万円）

計 
（百万円） 

消去または

全社 
（百万円）

連結

（百万円）

Ⅰ 売上高および営業損益    

 売上高    

(1）外部顧客に対する売上高  46,870  60,680  16,970  28,026  1,231  153,779  －  153,779

(2）

 

セグメント間の内部売上

高または振替高 
 293  32  485  57  6,128  6,997 (6,997)  －

  計  47,164  60,713  17,456  28,083  7,360  160,777 (6,997)  153,779

 営業費用  40,499  50,902  13,682  26,549  7,849  139,482 (6,974)  132,508

 
営業利益または 

営業損失（△） 
 6,665  9,810  3,774  1,534  △489  21,294  (23)  21,271

Ⅱ 

 

資産、減価償却費、減損

損失および資本的支出 
   

 資産  37,897  46,679  15,094  35,347  4,598  139,616  34,230  173,847

 減価償却費  3,101  2,346  535  1,704  205  7,894  629  8,524

 減損損失  622  －  731  187  －  1,541  877  2,419

 資本的支出  3,149  5,161  447  1,429  121  10,309  246  10,555

事業区分 主要製品

基礎化学品事業 

  

苛性ソーダ、苛性カリ、液体塩素・塩酸などの無機塩化物、無機高純度品、 

硫酸、工業用ガス等 

アクリル製品事業 

  

アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリル系ポリマー、高分子凝集剤、 

光硬化型樹脂等 

機能製品事業 接着剤、無機機能材料、エレクトロニクス材料、建築・土木製品等 

樹脂加工製品事業 

  

下水道関連製品、電力・通信関連製品、介護関連製品、環境保全関連製品、 

エラストマーコンパウンド等 

その他の事業 企画開発品、不動産仲介等 



５．各区分に属する主要な製品の見直し 

   当連結会計年度において組織変更を実施し、各事業区分に属する主要な製品の再編を行いました。これに伴  

  い、従来「アクリル製品事業」に属していた建築・土木製品を「機能製品事業」に、「機能製品事業」に属して

  いた光硬化型樹脂を「アクリル製品事業」に変更しております。 

 なお、当連結会計年度に用いた事業区分によった場合の前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次の

とおりであります。 

前連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日) 

   

  
基礎化学品 
（百万円） 

アクリル 

製品 
（百万円）

機能製品

（百万円）

樹脂加工

製品 
（百万円）

その他

（百万円）

計 
（百万円） 

消去または

全社 
（百万円）

連結

（百万円）

Ⅰ 売上高および営業損益   

 売上高   

(1）外部顧客に対する売上高  45,646  48,683  15,607  28,599  1,497  140,033  －  140,033

(2）

 

セグメント間の内部売上

高または振替高 
 206  41  426  34  5,818  6,528 (6,528)  －

  計  45,853  48,724  16,033  28,634  7,315  146,561 (6,528)  140,033

 営業費用  41,570  45,809  13,235  26,842  7,982  135,439 (6,564)  128,875

 
営業利益または 

営業損失（△） 
 4,283  2,915  2,798  1,791  △666  11,121  36  11,158

Ⅱ 

 

資産、減価償却費、減損

損失および資本的支出 
  

 資産  40,582  41,436  16,391  35,245  4,589  138,245  23,363  161,609

 減価償却費  3,374  2,497  530  1,686  238  8,327  608  8,936

 減損損失  1,846  －  －  196  －  2,043  443  2,486

 資本的支出  2,498  1,553  230  1,453  63  5,799  172  5,971



前連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日) 

（注）１．国または地域の区分は地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高および資産の10％以上であ

りますセグメントが存在しないため、日本以外のすべてのセグメントを「日本以外」として一括表記してお

ります。 

２．日本以外の区分に属する主な国または地域 

日本以外…アメリカ、シンガポール、台湾、中国 

３．「消去または全社」に記載された金額および主な内容は、セグメント間の内部取引額になります。 

４．会計方針の変更  

    (1)たな卸資産の評価基準および評価方法 

     連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、通常

の 販売目的で保有するたな卸資産については、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

      この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度の「日本」に係る営業費用が262百万円増加し、営業利益が

同額減少しております。 

  (2)リース取引に関する会計基準等の適用  

        所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成19

年３月30日改正）および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号 平成

19年３月30日改正）が適用されたことに伴い、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

       また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却方法については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

       なお、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

      なお、これに伴う損益に与える影響は軽微であります。 

 (3)在外子会社等の収益および費用の換算基準の変更 

       在外子会社等の収益および費用については、従来、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換

算しておりましたが、当連結会計年度より、期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

           この変更は、会計期間末近くに急激な為替変動があった場合に、期間損益に与える異常な影響を排除し、

在外子会社等の業績をより適正に連結財務諸表に反映させるために行っております。  

           なお、これに伴う損益に与える影響は軽微であります。 

５．追加情報 

 (1)有形固定資産の耐用年数の変更 

      「追加情報」に記載のとおり、当社および一部の国内連結子会社の機械装置等の耐用年数については、法

人税法の改正を契機として見直しを行い、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更しております。 

      この結果、従来の方法に比べ、当連結会計年度の「日本」に係る営業費用が177百万円減少し、営業利益

が同額増加しております。  

【所在地別セグメント情報】

  
日本

(百万円) 
日本以外
(百万円) 

消去 
または全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 売上高および営業損益  

  売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高  128,577  11,455  －  140,033

(2) セグメント間の内部売上高または 

振替高 
 1,121  2,858  (3,980)  －

計  129,699  14,314  (3,980)  140,033

  営業費用  119,214  13,549  (3,887)  128,875

  営業利益  10,485  765  (92)  11,158

Ⅱ 資産  156,686  8,757  (3,834)  161,609



当連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

（注）１．国または地域の区分は地理的近接度によっておりますが、全セグメントの売上高および資産の10％以上であ

りますセグメントが存在しないため、日本以外のすべてのセグメントを「日本以外」として一括表記してお

ります。 

２．日本以外の区分に属する主な国または地域 

日本以外…アメリカ、シンガポール、台湾、中国 

３．「消去または全社」に記載された金額および主な内容は、セグメント間の内部取引額になります。 

４．会計方針の変更  

   （１）工事契約に関する会計基準の適用 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当連結会計年度から適用し、当連結会計年度に

着手した工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用し

ております。 

 これに伴う損益に与える影響はありません。 

（２）退職給付に係る会計基準の一部改正（その３）の適用 

 当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20
年７月31日）を適用しております。 

 これに伴う損益への影響は軽微であります。 

  
日本

(百万円) 
日本以外
(百万円) 

消去 
または全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 売上高および営業損益  

  売上高  

(1) 外部顧客に対する売上高  137,796  15,982  －  153,779

(2) セグメント間の内部売上高または 

振替高 
 1,887  3,289  (5,177)  －

計  139,684  19,272  (5,177)  153,779

  営業費用  122,237  15,419  (5,148)  132,508

  営業利益  17,446  3,853  (28)  21,271

Ⅱ 資産  166,459  10,329  (2,941)  173,847



前連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日) 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

アジア…中国、インド、台湾、韓国 

北米……アメリカ 

欧州……ドイツ、フランス、ポーランド 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります 

  

当連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

アジア…インド、中国、台湾 

北米……アメリカ 

欧州……ドイツ、ポーランド、ベルギー 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

    アジア 北米 欧州 その他 合計

Ⅰ 海外売上高 (百万円)  16,319  2,448  1,206  154  20,129

Ⅱ 連結売上高 (百万円)    140,033

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合 
(％)  11.7  1.7  0.9  0.1  14.4

    アジア 北米 欧州 その他 合計

Ⅰ 海外売上高 (百万円)  23,385  2,469  2,106  573  28,533

Ⅱ 連結売上高 (百万円)    153,779

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合 
(％)  15.2  1.6  1.4  0.4  18.6



（注） 

１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 円 394.03 円 437.17

１株当たり当期純利益 円 13.85 円 52.05

    
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益 (百万円)  3,541  13,133

普通株主に帰属しない金額 (百万円)  －  －

普通株式に係る当期純利益 (百万円)  3,541  13,133

普通株式の期中平均株式数 （千株）  255,664  252,327

    
前連結会計年度

(自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日) 

純資産の部の合計額 (百万円)  113,700  125,027

純資産の部の合計額から控除

する金額 
(百万円)  14,250  14,743

（うち少数株主持分）    (14,250)  (14,743)

普通株式に係る期末の 

純資産額 
(百万円)  99,449  110,283

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数 
（千株）  252,389  252,267



前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

   該当事項はありません。 
  
当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．株式交換契約の締結 

 当社およびアロン化成株式会社は、平成23年2月10日開催の両社の取締役会において、当社がアロン化成株式会

社を完全子会社とするための株式交換を行うことを決議し、株式交換契約を締結いたしました。 

(1)目的 

 アロン化成株式会社の完全子会社化によって、より迅速な経営判断と機動的な事業運営を可能とし、研究・技術

開発・営業開発・製造技術・管理体制の面での当社との情報の共有化や、より緊密な経営資源の連携により、事業

の拡大と運営の効率化を図ることを目的としております。 

(2)株式交換の方法 

 当社を株式交換完全親会社、アロン化成株式会社を株式交換完全子会社とする株式交換となります。本株式交換

は、当社については、会社法第796条第３項の規定に基づく簡易株式交換の手続により株主総会の承認を受けずに

行う予定です。アロン化成株式会社については、平成23年３月25日に開催予定のアロン化成株式会社の定時株主総

会において株式交換契約の承認を受けたうえで行う予定です。 

(3)株式交換の効力発生日 

 平成23年7月1日を予定しております。 

(4)株式交換に係る割当ての内容 

 アロン化成株式会社の普通株式1株に対して、当社の普通株式１.２５株を割当て交付いたします。 

(5)株式交換により交付する株式数 

 当社は、本株式交換により普通株式19,472,501株を割当て交付いたしますが、交付する株式は、当社が保有する

自己株式を充当する予定であり、自己株式の充当で不足する場合には新たに普通株式を発行する予定です。 

  

２．自己株式の取得 

 当社は、平成23年２月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。 

(1) 自己株式取得を行う理由 

 ①平成23年2月10日開催の取締役会において、アロン化成株式会社を株式交換により完全子会社化することを決 

 議し、株式交換契約を締結いたしました。この株式交換契約に基づきアロン化成株式会社の株主の皆様に対し 

 株式を割当て交付するため、自己株式の取得を行うものであります。 

 ②経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、自己株式の取得を行うものであり 

 ます。 

(2) 取得に係る事項の内容 

 ①取得対象株式の種類 

    当社普通株式 

  ②取得し得る株式の総数 

    1,200万株（上限） 

  ③取得価額の総額 

   5,000百万円(上限) 

  ④取得する期間 

    平成23年2月14日から平成23年12月22日まで  

  

「リース取引」、「関連当事者との取引」、「税効果会計」、「金融商品」、「有価証券」、「デリバティブ取

引」、「退職給付」、「賃貸等不動産」、「ストック・オプション等」および「企業結合等」に関する注記事項に

ついては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,921 10,009

受取手形 4,418 3,970

売掛金 18,231 19,644

有価証券 － 9,000

商品及び製品 5,221 4,984

原材料及び貯蔵品 2,174 2,448

前払費用 231 247

関係会社短期貸付金 2,717 816

立替金 1,036 1,502

繰延税金資産 584 592

未収入金 1,362 1,099

その他 9 13

貸倒引当金 △22 △22

流動資産合計 45,888 54,307

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 8,826 9,632

構築物（純額） 2,490 2,327

機械及び装置（純額） 10,040 8,695

車両運搬具（純額） 52 26

工具、器具及び備品（純額） 856 1,167

土地 14,056 13,558

リース資産（純額） 107 91

建設仮勘定 703 331

有形固定資産合計 37,134 35,830

無形固定資産   

のれん 10 99

特許権 0 0

ソフトウエア 384 304

設備利用権 155 146

無形固定資産合計 549 550

投資その他の資産   

投資有価証券 10,245 10,223

関係会社株式 18,012 18,537

出資金 0 －

関係会社出資金 360 360

長期貸付金 0 －

関係会社長期貸付金 1,032 3,898



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

固定化債権 8,711 8,753

更生債権等 82 62

長期前払費用 541 439

前払年金費用 1,488 1,987

繰延税金資産 898 3,433

その他 398 315

貸倒引当金 △5,892 △5,750

投資その他の資産合計 35,877 42,261

固定資産合計 73,562 78,642

資産合計 119,451 132,950

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,907 7,809

短期借入金 4,482 3,148

1年内返済予定の長期借入金 712 4,012

リース債務 31 33

未払金 4,011 4,458

未払費用 1,094 853

未払法人税等 442 3,164

前受金 82 6

預り金 19,459 24,096

前受収益 5 2

その他 0 －

流動負債合計 38,230 47,585

固定負債   

長期借入金 9,838 5,826

リース債務 81 63

役員退職慰労引当金 106 25

その他 1,429 1,828

固定負債合計 11,455 7,743

負債合計 49,686 55,328



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 20,886 20,886

資本剰余金   

資本準備金 18,031 18,031

その他資本剰余金 321 323

資本剰余金合計 18,353 18,355

利益剰余金   

利益準備金 3,990 3,990

その他利益剰余金   

別途積立金 16,415 16,415

繰越利益剰余金 11,903 19,767

利益剰余金合計 32,308 40,172

自己株式 △2,907 △2,955

株主資本合計 68,640 76,458

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,123 1,163

評価・換算差額等合計 1,123 1,163

純資産合計 69,764 77,622

負債純資産合計 119,451 132,950



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 69,008 79,704

売上原価 51,314 55,254

売上総利益 17,694 24,449

販売費及び一般管理費   

販売費 6,745 7,638

一般管理費 5,619 5,741

販売費及び一般管理費合計 12,364 13,379

営業利益 5,329 11,070

営業外収益   

受取利息 165 142

受取配当金 2,308 1,860

固定資産賃貸料 265 235

雑収入 234 88

営業外収益合計 2,974 2,327

営業外費用   

支払利息 343 311

環境整備費 142 324

遊休設備費 140 107

為替差損 55 218

研究所移転費用 － 189

雑支出 124 193

営業外費用合計 806 1,346

経常利益 7,497 12,051

特別利益   

固定資産売却益 0 1

貸倒引当金取崩益 － 376

退職給付制度改定益 － 240

特別利益合計 0 617

特別損失   

固定資産処分損 909 412

減損損失 2,290 1,500

貸倒引当金繰入額 283 236

投資有価証券評価損 8 94

事業撤退関連損失 490 －

特別損失合計 3,981 2,243

税引前当期純利益 3,516 10,425

法人税、住民税及び事業税 833 3,520

法人税等調整額 △468 △2,598

法人税等合計 364 921

当期純利益 3,152 9,504



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 20,886 20,886

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,886 20,886

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 18,031 18,031

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,031 18,031

その他資本剰余金   

前期末残高 320 321

当期変動額   

自己株式の処分 1 2

当期変動額合計 1 2

当期末残高 321 323

資本剰余金合計   

前期末残高 18,352 18,353

当期変動額   

自己株式の処分 1 2

当期変動額合計 1 2

当期末残高 18,353 18,355

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 3,990 3,990

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,990 3,990

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 16,415 16,415

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 16,415 16,415

繰越利益剰余金   

前期末残高 10,558 11,903

当期変動額   

剰余金の配当 △1,042 △757

剰余金の配当（中間配当） △765 △883

当期純利益 3,152 9,504

当期変動額合計 1,344 7,863

当期末残高 11,903 19,767



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 30,963 32,308

当期変動額   

剰余金の配当 △1,042 △757

剰余金の配当（中間配当） △765 △883

当期純利益 3,152 9,504

当期変動額合計 1,344 7,863

当期末残高 32,308 40,172

自己株式   

前期末残高 △877 △2,907

当期変動額   

自己株式の取得 △2,037 △53

自己株式の処分 8 5

当期変動額合計 △2,029 △48

当期末残高 △2,907 △2,955

株主資本合計   

前期末残高 69,324 68,640

当期変動額   

剰余金の配当 △1,042 △757

剰余金の配当（中間配当） △765 △883

当期純利益 3,152 9,504

自己株式の取得 △2,037 △53

自己株式の処分 9 7

当期変動額合計 △683 7,817

当期末残高 68,640 76,458

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 649 1,123

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 474 39

当期変動額合計 474 39

当期末残高 1,123 1,163

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 0 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 649 1,123

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 473 39

当期変動額合計 473 39

当期末残高 1,123 1,163



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

純資産合計   

前期末残高 69,974 69,764

当期変動額   

剰余金の配当 △1,042 △757

剰余金の配当（中間配当） △765 △883

当期純利益 3,152 9,504

自己株式の取得 △2,037 △53

自己株式の処分 9 7

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 473 39

当期変動額合計 △209 7,857

当期末残高 69,764 77,622



 該当事項はありません。 

  

(4）継続企業の前提に関する注記



                                               

役員の異動 

   

 平成23年３月30日開催の定時株主総会および取締役会で次のとおり選任ならびに退任の予定であります。 

（執行役員は取締役会のみで選任） 

  

１． 代表者の異動 

       なし 

  

２． その他の役員の異動 

① 新任監査役候補 

監査役（常勤）         佐藤    邦雄（現 鶴見曹達株式会社常務取締役、 

                       ３月25日同社常務取締役退任予定）  

                            

② 退任予定監査役 

現 監査役（常勤）       滝   寛男 

   

３． 執行役員の異動 

① 新任執行役員候補 

執行役員高岡工場長       神林  富夫（現 高岡工場長） 

  

執行役員名古屋支店長      原    寿（現 名古屋支店長） 

                                                                                                      

 以 上 
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